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最近、在籍型出向をして別の会社で働く事例を耳にする
けど、どうしてそんなことをするのかしら？

コロナの影響で仕事が減って人手が余った企業が雇用を維
持するために、人手を借りたい企業へ一時的に出向してい
るケースが増えていますよ。

企業が「在籍型出向」っていう形をわざわざとるのは、どうして
なの？

コロナの影響がおさまって経済が回復したときには、会社に
必要な能力をもった貴重な人材だから、いずれ自社に戻っ
てくることを前提に、今は他の企業で働いてもらいたい、と
いう考えがあるからですよ。

ずっと休業しているよりも、別の会社で働くことで、自社では
得ることのできない経験ができて、能力向上につながると思
う。出向先で能力を発揮することで、出向先企業の職場
に刺激を与えることにもなるようです。

労働者にとっては、どんなメリットがあるのかしら？
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コロナの影響も長引いているし、ウチの会社でも在籍型出向
が使えるかも・・・。

「出向」といえば大企業がやるもの、というイメージが強いかも
しれないけど、コロナ禍では中小企業でも活用が進みつつ
あります。

在籍型出向を進めるにはどうやったらいいの？
わかりやすく教えて欲しいなあ。

本日は、「在籍型出向」のいろいろな情報をまとめてみました。
１、在籍型出向の概要とメリット
２、在籍型出向の好事例
３、産業雇用安定センター等によるマッチングの支援
４、在籍型出向を開始するまでのステップ、必要な準備
５、在籍型出向の支援制度 の5項目で説明をします。
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在籍型出向とは？

在籍型出向とは、出向元企業と出向先企業との間の出向契約によって、労働者が出向元企業と出向先企業の両方と
雇用契約を結び、出向先企業に一定期間継続して勤務することをいいます。

在籍型出向

出向元 出向先

労働者

雇用関係 雇用関係

出向契約
働く人は、出向元・出向先の
両方と雇用契約を結ぶ必要

があるのね。

だから労務管理の責任が曖昧にならない
ように、契約でしっかり決めておこう。

※在籍型出向は、出向先企業と出向労働者との間に雇用契約関係があるため、労働者派遣には該当しません。（下図参照）

在籍型出向（形態は労働者供給に該当） 労働者派遣

出向元 出向先

労働者

出向契約

雇用関係 雇用関係

派遣元 派遣先

労働者

労働者派遣
契約

雇用関係 指揮命令
関係

在籍型出向：出向先と労働者間の関係は「雇用関係」
労働者派遣：派遣先と労働者間の関係は「指揮命令関係」
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どんなメリットがあるの？

在籍型出向を実施した企業（出向元・出向先）や出向労働者によると、
在籍型出向のメリットは主に以下が挙げられます※。

【出向元企業】労働意欲の維持・向上（63％）、能力開発効果（59％）

【出向先企業】自社従業員の業務負担軽減（75％）、即戦力の確保（52％）

【出向労働者】能力開発・キャリアアップ（57％）、雇用の維持（46％）

9%

1%

1%

9%

12%

50%

56%

59%

63%

⑨その他

⑧自社の技術やノウハウが流出する懸念があるため

⑥出向労働者への教育訓練の負担が大きいため

⑦出向労働者への精神面のケアの負担が大きいため

⑤出向先との出向契約までの調整・交渉の負担が大きいため

④出向労働者への刺激になり自社の業務改善や職場活性化に期待できるため

③出向期間終了後、出向労働者が自社に戻ってくることが確実であるため

➁出向労働者のキャリア形成・能力開発につながるため

①出向労働者の労働意欲の維持・向上につながるため

出向元企業が受けるメリット

n＝336（複数回答可）出向元企業が在籍型出向を評価する理由（①～④ ）、評価しない理由（⑤～⑧）

※産業雇用安定助成金活用企業へのアンケート調査
（令和３年８月厚生労働省調べ）

・調査対象：令和３年６月30日現在で産業雇用安定助成金の出向実施計画を提

出した 出向元・出向先企業、在籍型出向を経験された労働者

・調査対象事業所数：出向元企業540社、出向先企業604社、出向労働者１企業
あたり１名

・アンケート回答数：出向元企業336社、出向先企業341社、出向労働者382名

・調査方法：調査対象企業に都道府県労働局からアンケート調査票を郵送配布、
郵送回収
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38%

42%

52%

75%

⑨その他

⑧自社の技術やノウハウが流出する懸念があるため

⑦出向労働者への精神面のケアの負担が大きいため

⑥出向労働者への教育訓練の負担が大きいため

⑤出向元との出向契約までの調整・交渉の負担が大きいため

③新たに採用するよりも人材育成のコストを抑制できるため

④自社の従業員への刺激になり業務改善や職場活性化を期待できるため

②社会人としての基礎スキルや職務に必要な職業能力を持った人材を確保できるため

①人手不足が解消され自社の従業員の業務負担を軽減できるため

出向先企業が受けるメリット n＝341（複数回答可）出向先企業が在籍型出向を評価する理由（①～④ ）、評価しない理由（⑤～⑧）

3%

1%

18%

38%

46%

57%①出向先での新しい仕事の経験がキャリアアップ・能力開発につながった

②出向元での雇用が維持されているので安心して働くことができた

③これまでどおりの収入を確保できたため生活面の安定が図られた

④職場環境の違いなどから精神的負担が大きかった

⑤自身にとってキャリアアップ・能力開発につながる仕事内容ではなった

⑥その他

出向労働者が受けるメリット n＝382（複数回答可）出向労働者が在籍型出向を評価する理由（①～③ ）、評価しない理由（④～⑤）
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●新型コロナウイルスが同業種の企業の景況に影響を与えていることから、異業種の企業へ出向している事例が見ら
れます。

●異業種であっても、仕事の内容に親和性があることが多くなっています。

●大企業だけでなく、規模の小さな企業でも出向に取り組んでいる事例が少なくありません。

※図は、左が出向元企業、右が出向先企業【事例１】飲食サービス業 ▶ 警備業

飲食店

居酒屋をチェーン展開しているが、営業自粛や時短営業
により売上が大幅に減少している。企業全体の雇用を守
るため、店長クラスの従業員を中心に、出向してもらう
ことになった。

警備業

コロナワクチン接種会場の警備を自治体から受託した。警備
スタッフを確保するため、在籍型出向を受け入れたい。実際
に警備業務に就く前に、新任警備員教育研修を実施する。

出向期間2か月
出向労働者15名

＜企業規模： 300～499人＞ ＜企業規模： 300～499人＞

【事例２】旅行業 ▶ 児童福祉事業

旅行代理店

インバウンド観光客を対象とする旅行企画・営業がほと
んど稼働していないため、雇用過剰となっている。旅行
需要が回復するまで従業員の雇用維持を図りたい。

保育所

保育所での給食の調理補助者が育児休業を取得することに
なったので、１年間限定で勤務してくれる方を探している。

出向期間12か月
出向労働者1名

＜企業規模： 30～49人＞ ＜企業規模： 50～99人＞
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【事例３】輸送用機械器具製造業 ▶ 電気機械器具製造業

航空機付属品製造業

旅客機の機内設備の製造を行っているが、受注が大きく
減少。従業員は特殊技能を有する熟練労働者であるため、
何とか雇用維持を図りたい。

産業用電気機械器具製造業

自動車などに搭載するコンデンサの増産に対応するため、新
工場を増設したが、生産要員の確保が追いついていないので、
早急に在籍型出向で受け入れたい。

出向期間24か月
出向労働者54名

＜企業規模： 300～499人＞ ＜企業規模： 1,000～4,999人＞

同業種への出向事例
【事例４】卸売業、小売業 ▶ 卸売業、小売業

卸売業、小売業

【業務内容】土産物販売、飲食
【従業員数】14名

卸売業、小売業

【業務内容】フルーツ販売、飲食、洋菓子製造
【従業員数】70名

出向期間12か月
出向労働者3名

①マッチング～企業間調整 ②企業間調整～契約 ③契約～出向開始 ④出向開始～

・社長同士が知人であることがきっかけ。
共通の知人である社会保険労務士を含め
た３人で話し合った結果、即戦力になる
【飲食＝飲食】からはじめればうまくい
くのではないかと考え、スタート。

・在籍型出向にあたり、企業文化の違い等
を話し合った。

・契約内容の調整、契約書の作成等双方の社長、社会保険労務士と3人で作成した。

・在籍型出向の説明と出向希望者の公募
出向元の社長が実際に出向先のパフェを買ってきて、従業員と食べながら話をした。
「仕事を休んで働かずにお金をもらっている状態が果たして本当に良いのか、モチ
ベーションを保てるのか、出向先ではこれ（パフェ）を作ってほしい、スキルを身に
つけて帰ってきてほしい」と伝えたところ、対象となる従業員全員が出向を希望。

・出向元の社長自ら出向先の現場に従業員を連れて行き、出向先の社長から現場を説明
してもらった。

・出向元は、週１回程度、出向元から電話
による出向労働者へのフォローを行って
いる。

実際に在籍型出向を経験された方々に詳しく聞いてみました！
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実際に在籍型出向を経験された方々にさらに詳しく聞いてみました！

出向元企業の声

社長自ら、従業員へ向けて出向する目的を丁寧に説明した。なぜ出向するのか、単なる労働力として行くのではなく、スキルを身につけて帰って
きてほしいことなどを伝えた。目的を明確にし、きちんと伝えることが大切だと思う。

出向労働者へのフォローも週に１回程度、専務・人事担当から従業員へ直接電話にて行っている。また、社長宅に寄ってもらったり、アットホー
ムな社風は保ったままであり、良好である。

他社を知ることによって、自社の良さを知る良い機会にもなっている。

従業員に多様なスキルが身につく。出向元・先ともに飲食で似ているところもあるが、出向先はフルーツを専門的に扱う会社であり、パフェ等ス
イーツ商品を学ぶ良い機会となっている。

既にいくつかのフィードバックがあった。出向労働者の提案を受け、来年春に自社にて出向先監修の新メニュー（パフェ）を開発・販売すること
が決定した。元々スイーツ部門を立ち上げたいと思っていたので、とてもいいきっかけとなった。

出向から戻ってきた際には、商品開発のリーダーになってほしいと伝えてある。

出向先企業の声

正社員の人手不足が解消され、自社従業員の業務負担を軽減できた。

他社の労働者を受け入れることで、よりビジネスライクな職場に変化した。

製造責任者による教育を延べ３日間行った。

あくまで、出向元・出向先、異なる会社の労働者であることを忘れないようにした。

出向労働者の声

出向元の会社に在籍しているという安心感がある中で、新しい仕事を経験できることは、今後の自身のキャリアにおいて役に立つと思う。

同じ組織の中にいるだけでは、固定観念に縛られることが多くなってしまうが、一歩外に出ることで、新たな技術や考え方を知ることができ、刺
激を得られた。

出向元の上司から励ましの言葉をもらったことが自身に対しての支援となった。

経験した事のない仕事内容に従事することや、新しい人間関係に馴染めるかどうかという点で出向前に不安や悩みはあったが、実際に出向してみ
て不安や悩みは減少した。数週間から１ヶ月程度の間、仕事に慣れる努力をすれば、ある程度の不安や悩みは減少すると思う。
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在籍型出向の相手先は、どうやって見つけたらいいの？

在籍型出向を実施した企業（出向元・出向先）によると、
在籍型出向の相手先は、もともと取引関係のある企業であった場合が約半数、公的機関からの紹介による場合
が約２割程度です。 ※産業雇用安定助成金活用企業へのアンケート調査（令和３年８月厚生労働省調べ）

46%

20%

3%

3%

1%

24%

もともと取引関係のある企業であった

産業雇用安定センターの紹介

都道府県や関係行政機関による紹介

取引のある金融機関による紹介

在籍型出向に関するセミナーやマッチングイベント
での紹介

その他

在籍型出向のきっかけ
n＝667 出向元・出向先企業が回答した在籍型出向に至るまでの経緯

もともと取引関係のある企業同士だったり、社長同士
が知り合いだったりするケースが多いようですね。
でも、コロナの影響で一時的に仕事がなくなっているとい
うことを他社に知られたくないっていう声も聞いたことがあ
るのですが・・・

なるほど。でもあきらめないでほしいです。
在籍型出向のマッチング支援を無料で行っている、
「産業雇用安定センター」という公益財団法人が
あります。
コンサルタントが一緒に相手先を見つけてくれたり、
出向契約締結のサポートをしてくれます。全国47
都道府県に事務所があるから、相談してみてくださ
い。
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産業雇用安定センターってどんなところ？

出向元企業
在籍型出向を活用し、一時的に労働者を出向させて雇用維持を図りたい企業

ਓ
঵
౻
৷
਍
৒
७
থ

ॱ
␗

送出情報
の収集

受入情報
の収集

事業所訪問など
により送出情報
や受入情報を
収集

出向元と出向先との
間で、出向に関する
諸条件を事前に話し
合いの場を設定

✓ 出向期間や出向期間中の賃金・

労働時間等の労働条件等の明示

✓ 出向対象労働者の選定・募集

✓ 出向対象労働者の同意や労働組

合との合意

✓ 就業規則等に出向規定を整備

など

STEP３：職場見学

出
向
契
約
の
締
結

STEP４

ল
਱
भ
৫
઩

STEP５

ই
⑀
ট
␗
॔
⑁
উ

STEP１：情報収集 STEP２：企業間面談

【社内手続き】

出向元の人事労務担当
者、出向対象労働者や
労働組合に、出向先の
職場や職務内容、勤務
時間の実態などの職場
見学の場を設定

✓ 出向期間や職務内容の規定
✓ 賃金負担などの取り決め
✓ 勤務時間や時間外労働など

労働条件の明確化
✓ 社会保険等の取り扱い

など

出向先企業
在籍型出向を活用して、一時的に人材を確保したい企業

マッチング

マッチング 職場見学

産業雇用安定センターは、企業間の出向
や移籍を支援することにより「失業なき
労働移動」を実現するため、1987年に国
と事業主団体などが協力して設立された
公益財団法人です。設立以来、23万件以
上の出向・移籍の成立実績があります。

■コロナの影響で一時的に雇用過剰と
なった企業が労働者の雇用を守るため
に、人手不足等の企業との間で在籍型
出向を活用しようとする場合に、双方
の企業に対して出向のマッチングを無
料で行います。

■全国47都道府県にセンターの事務所が
あり、企業の相談に応じています。

⇒産業雇用安定センター滋賀事務所

大津市梅林1-3-10 滋賀ビル6階

☎ 077-526-3991

マッチング支援の流れ
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●在籍型出向は、労働者の個別的な同意または就業規則等の社内規程に基づき行う必要があります。

●在籍型出向をする際に、出向の必要性や出向期間中の労働条件等を、出向元企業、出向先企業および労働者の三者
間でよく話し合った上で、出向契約の内容や出向期間中の労働条件等を明確にしておくことが重要です。

ステップ

１ 出向元↔労働者

労働者の個別同意や
就業規則等の整備、
労使の話し合い

出向元↔出向先

出向契約の締結

ステップ

２
ステップ

３ 出向先↔労働者

出向期間中の
労働条件等の明確化

出向元 出向先

労働者

雇用関係 雇用関係

出向契約
出向元 出向先

労働者

出向契約

雇用関係雇用関係

出向元 出向先

労働者

出向契約

雇用関係 雇用関係

出向開始！
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ステップ

１
出向元↔労働者

労働者の個別同意や就業規則等の整備、労使の話し合い

●在籍型出向を命じるには、労働者の「個別的な同意を得る」か、
または「出向先での賃金・労働条件、出向の期間、復帰の仕方などが就業規則や労働協約等によって労働者の利益に配慮して整備されている」
必要があるとされています。

●出向を行う際は、その必要性や出向期間中の労働条件等ついて、労使の間でよく話し合いを行い、労働者の個別的な同意を得ていくことが望ま
れます。

就業規則の出向規程の参考例

出向規程（例）

（目的）
第１条 本規程は、当社就業規則第●条の規定に基づき当社の労働者を出向させる場合の取扱いについて定めたもの

である。
２ 当社における出向は、出向先の経営力や技術力の強化、人材の育成、出向先との人事交流、雇用調整等を目的と

する。

（適用）
第２条 本規程は、当社の無期契約労働者に適用する。

（定義）
第３条 本規程において、出向とは、当社の労働者が当社に在籍したまま、出向先の業務に従事することをいう。
２ 本規程において、出向先とは、関係会社、業務提携会社、関係団体その他当社指定の企業や団体等をいう。
３ 本規程において、出向者とは、当社就業規則に基づき出向先に出向する者をいう。

（出向準備等）
第４条 当社の労働者に対して出向を命じる場合には、事前に当該労働者に対し、出向の目的、出向先の名称及び勤

務地、出向期間、出向先の業務の内容、出向先の労働条件その他必要な事項について説明を行うものとする。

（出向期間）
第５条 出向者の出向期間は、●年を超えない範囲で当社が個別に決定した期間とする。ただし、出向目的の達成状

況や業務上の必要に応じ、出向期間を短縮又は延長することがある。

（出向期間中の当社内の取扱い）
第６条 出向期間中の当社における出向者の身分については、当社人事部付とした上で休職扱い（以下「出向休職」

という。）とする。ただし、出向者の出向期間は当社の勤続年数に通算する。
２ 出向期間中の当社における出向者の人事評価については、出向先の勤務状況に基づいて当社人事部が行う。また、

出向期間中の当社における出向者の昇進及び昇給については、当社に勤務した場合と同等に取り扱う。
３ 出向者は、出向期間中に住所、連絡先、氏名、家族その他当社の人事管理上必要とする身上に変更が生じた場合

は、当社の定めるところにより当社に届け出なければならない。

（続く）

（出向者の労働条件等）
第７条 出向者の労働時間、休憩、休日、休暇、服務規律、安全衛生、法定外災害補償、福利厚生並びに出向先での配置転換及び出張に

ついては、出向先の定めるところによるものとする。また、年次有給休暇は当社の勤続年数に基づき付与されるが、労働基準法第39
条第７項の規定に基づく使用者の年次有給休暇の時季指定義務は出向先が出向先の定めるところにより履行するものとする。なお、
出向先の労働時間、休日、休暇の労働条件が当社のものよりも不利益となる場合は、その不利益を解消するよう必要な措置を講じる
ものとする。また、出向者は、出向期間中においても当社の福利厚生制度を利用できるものとする。

２ 出向者の表彰及び懲戒については、出向先の定めるところにより出向先が行うものとする。また、諭旨解雇及び懲戒解雇については、
当社の定めるところにより当社が行うものとする。

３ 出向者の休職、退職及び普通解雇については、当社の定めるところによる。なお、出向者が出向期間中に休職（出向休職を除く。以
下同じ。）、退職又は解雇（懲戒処分としての解雇の場合を含む。以下同じ。）する場合は、当社に復職させた上で休職若しくは退
職させ又は解雇するものとする。

４ 出向者の賃金（時間外、休日及び深夜労働に対する割増賃金を含む。）については、当社の定めるところにより当社が支払うものと
する。ただし、通勤費、交通費及び出張費については、当社と出向先間で別途合意したところによるものとする。

（社会保険等）
第８条 出向期間中の出向者の健康保険、介護保険、厚生年金保険、雇用保険の適用は、原則として引き続き当社において行うものとす

る。ただし、法令に従って異なる取扱いがなされる場合は、この限りでない。
２ 出向期間中の出向者の労働者災害補償保険の適用は、出向先において行うものとする。

（復職）
第９条 出向者が次の各号に該当した場合、当社は当該出向者に対して復職を命じる。
(1) 出向期間が終了したとき
(2) 出向の目的を達成したとき又は出向の目的が消滅したとき
(3) 心身の故障等出向先での労務提供が困難なとき
(4) 当社の休職事由、普通解雇事由、懲戒事由に該当したとき
(5) 出向期間中に当社を退職するとき
(6) 前号に掲げる事由のほか復職させるべき理由があるとき
２ 復職を命じられた出向者はこれに従わなければならない。
３ 当社への復職後の出向者の所属は、業務上の都合もしくは出向者の能力、経験、技能、希望等を総合的に勘案の上決定する。

（その他）
第10条 出向の取扱いについて本規程に定めのない場合は、その都度当社において必要な措置を講じるものとする。

附 則
本規程は 年 月 日より施行する。

※以下の規程はあくまで例示の一つです。実際の規程を作成する際は、各企業の実態に即したものとなるよう、よくご検討ください。
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ステップ

１
出向元↔労働者

労働者の個別同意や就業規則等の整備、労使の話し合い

●なお、産業雇用安定助成金や雇用調整助成金といった在籍型出向に対する助成制度（P20～21参照）を活用する場合には、以
下の事項を記載した労使協定を事前に締結するとともに、出向労働者本人が出向することについて同意していることが必要で
す。

① 出向先事業所の名称、所在地、事業の種類および事業主の氏名

② 出向実施予定時期・期間

出向を実施する時期（始期および終期）とその期間（年月数）を定める。

出向労働者が複数のため時期・期間のパターンが複数ある場合や、労使協定の締結段階で具体的な出向労働者が未確定である場合などの理由で時期・期間を確定できない場合は、時期・期間の最大幅

およびその範囲内での各出向労働者の出向期間（１か月以上２年以内に限る）を定めることも可能。

③ 出向期間中および出向終了後の処遇

a 出向の形態と雇用関係

出向元事業所の従業員たる地位を保有しつつ、出向先事業所において勤務する形態（その場合、出向元事業所では出向期間中は休職扱いとすることが定められているもの（部分出向である場合を除

く）に限る）であることを定める。

b 出向期間中の賃金

出向期間中の賃金額の決定方法と出向前に比べた水準、賃金の支払者など、出向労働者の立場からみて必要となる、賃金に関する事項を定める。

c 出向期間中のその他の労働条件

d 出向期間中の雇用保険の適用

出向労働者の出向期間中の雇用保険の適用を、出向元事業所と出向先事業所のいずれで行うかを定める。

e 出向終了後の処遇

出向終了後に出向労働者が出向元事業所に復帰（連続して他の事業所に出向した後に復帰する場合も含む）する予定であることおよび出向労働者が復帰した際の職務や賃金等について定める。

④ 出向労働者の範囲および人数

出向労働者となりうる者の所属する部署・部門または役職など、出向労働者の範囲を定める。また、出向労働者が確定している場合はその人数、未確定の場合は概数を定める。

⑤ 新型コロナウイルス感染症の影響による雇用維持を目的とした出向であり、通常の配置転換の一環として行われる出向と区分して行われる出向であること

※産業雇用安定助成金の助成を受ける場合で、独立性が認められない企業間で行う出向の場合のみ
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出向元↔出向先

出向契約の締結

ステップ

２

●出向契約では、以下の事項を
定めておくことが考えられます。

・出向期間
・職務内容、職位、勤務場所
・就業時間、休憩時間
・休日、休暇
・出向負担金、通勤手当、

時間外手当、その他手当の負担
・出張旅費
・社会保険・労働保険
・福利厚生の取扱い
・勤務状況の報告
・人事考課
・守秘義務
・損害の賠償
・途中解約
・その他（特記事項）

① 出向元事業所および出向先事業所の名称と所在地

② 出向労働者ごとの出向実施時期・期間

出向を実施する時期（開始日および末日）とその期間（年月数）を、出向労働者ごとに定める。

③ 出向中の処遇

a 出向の形態と雇用関係

出向元事業所の従業員たる地位を保有しつつ、出向先事業所で勤務する形態（その場合、出向元事業所では出向期間中は休職扱いとす
ることが定められているもの（部分出向である場合を除く）に限る）であることを明確化する。

b 出向期間中の賃金

賃金の支払者、支払方法その他賃金に関する事項

c 出向期間中のその他の労働条件

d 出向期間中の雇用保険の適用

出向労働者の出向期間中の雇用保険の適用を出向元事業所と出向先事業所のいずれで行うかを規定する。

④ 出向元事業主および出向先事業主の間の賃金の負担・補助

出向期間中の出向労働者の賃金は、下記の「出向中の賃金」の（ｲ）または（ﾛ）および（ﾊ）を満たしていることを前提として、出向元事
業主と出向先事業主の間の負担の考え方、負担額の算定方法等を規定する。
さらに両事業主の間で賃金補助を行う場合は、当該補助の考え方、補助額の算定の方法、補助額の支払方法・時期等を規定する。

＜出向中の賃金＞
(ｲ) 出向元事業主が、出向契約に基づき、出向労働者の賃金について、出向先事業主に対して補助するか、または出向労働者に対して直

接賃金を支払うこと。
(ﾛ) 出向先事業主が、出向契約に基づき、出向労働者の賃金について、出向元事業主に対して補助するか、または出向労働者に対して直

接賃金を支払うこと。
(ﾊ) 出向労働者に対して出向期間中に支払われた賃金（臨時に支払われた賃金および３か月を超える期間ごとに支払われる賃金を除く。

以下同じ。）の額が、おおむね出向前の労働日に通常支払われる賃金の額に相当する額であること。

⑤ 出向期間終了後に出向元事業所に復帰する予定であること

●なお、産業雇用安定助成金や雇用調整助成金（ P20～21 参照）を活用する場合には、出向契約書に以下の事項を記載する必要があります。
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出向元↔出向先 出向契約の締結ステップ

２

出向契約書の参考例 ※以下の契約書はあくまで例示の一つです。実際の契約書を作成する際は、出向元企業・出向先企業の双方で協議してくださ
い。

出向契約書（例）

○○○○○株式会社(以下「甲」という。)と○○○○○株式会社（以下「乙」という。）とは、甲の労働者を乙に出向させるに際し、その取扱
いについて下記のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（定義）
第１条 本契約において、出向とは、甲の労働者を甲に在籍させたまま、乙の労働者として乙の業務に従事させることをいう。
２ 本契約において、出向者とは、乙に出向する甲の労働者をいう。

（出向元及び出向先の名称及び所在地）
第２条 出向元たる甲と出向先たる乙の名称及び所在地は以下のとおりである。

［出向元（甲）］名 称 ○○○○株式会社
所在地 ○○県○○市○○ ○丁目○番○号

［出向先（乙）］名 称 ○○○○株式会社
所在地 ○○県○○市○○ ○丁目○番○号

（出向者及び出向期間）
第３条 出向者及び出向期間は以下のとおりとする。なお、出向期間の短縮又は延長をしようとする場合は、甲乙協議の上、書面による合意に

より決定し、甲は決定内容を出向者に通知するものとする。
［出 向 者］○○○○（昭和○○年○○月○○日生）
［出向期間］令和○○年○○月○○日から令和○○年○○月○○日（○年間）

（出向形態等）
第４条 出向者は、出向期間中、甲の労働者として甲に在籍したまま、乙の指揮命令下において乙の業務に従事する。
２ 出向者は、出向期間中、甲において休職扱いとする。ただし、出向者の出向期間は甲の勤続年数に通算する。

（二重出向の禁止）
第５条 乙は、出向者を乙以外の会社へ出向させてはならない。

（出向者の業務等）
第６条 乙における出向者の勤務地、所属、役職及び業務内容は以下のとおりとする。なお、乙は、これらの事項を変更する場合は、甲の事前

の書面又は電子メールによる承諾を得るものとする。
［勤 務 地］○○○○
［所 属］○○○○
［役 職］○○○○
［業務内容］○○○○

２ 乙は、甲指定の方法に基づき、出向者の勤務状況その他甲指定の事項を翌月○日までに甲に報告するものとする。
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ステップ

２ （出向者の労働条件等）
第７条 出向者の労働時間、休憩、休日、休暇、服務規律、安全衛生、法定外災害補償、福利厚生並びに乙での配置転換及び出張については、

乙の定めるところによるものとする（ただし、出向者が出向期間中に甲の福利厚生制度を利用することを妨げない。）。なお、年次有給休暇
は甲の勤続年数に基づき付与されるが、労働基準法第39条第７項の規定に基づく使用者の年次有給休暇の時季指定義務は乙が負うものとし、
その取扱いについては乙の定めるところによるものとする。

２ 出向者の表彰及び懲戒については、乙の定めるところにより乙が行うものとする。また、諭旨解雇及び懲戒解雇については、甲の定めると
ころにより甲が行うものとする。

３ 出向者の休職、退職及び普通解雇については、甲の定めるところによる。
４ 出向者の賃金（時間外、休日及び深夜労働に対する割増賃金を含む。）については、甲の定めるところにより甲が出向者に直接支払うもの

とする。ただし、通勤費、交通費及び出張費については、乙の定めるところにより乙が出向者に直接支払うものとする。
５ 乙は、出向時に、出向者に対して労働条件を明示するものとする。ただし、甲は、甲乙協議の上、乙に代わって出向者に対して労働条件の

明示を行うことができる

（安全衛生の措置等）
第８条 出向者に対する安全衛生の措置（定期健康診断その他の労働安全衛生法上の措置を含む。）は、乙の負担により乙が実施する。

（社会保険等）
第９条 出向期間中の出向者の健康保険、厚生年金保険、介護保険及び雇用保険については、甲において被保険者資格を継続させ、その事業主

負担分の保険料は甲が負担する。
２ 労働者災害補償保険については、乙において加入し、その保険料は乙が負担する。

（出向先の給与負担金等）
第10条 本件出向に伴う給与負担金として、甲が第７条の定めに基づき出向者に支払った賃金（時間外、休日及び深夜労働に対する割増賃金を

含む。）に相当する額を乙が全額負担する。ただし、月の途中に出向が開始し、又は終了した場合の当該月の給与負担金については日割り計
算とする。

２ 乙は、甲に対して、前項に定める給与負担金を当月末日までに甲の指定する下記銀行口座に振り込むものとする。なお、振込手数料は乙の
負担とする。
［銀 行 名］○○銀行
［支 店 名］○○支店
［口座種別］普通
［口座番号］○○○○○○○
［口座名義］○○○○株式会社

（復職）
第11条 出向者が次の各号に該当した場合、甲は当該出向者に対して復職を命じるものとする。
(1) 出向期間が終了したとき
(2) 出向の目的を達成し又は出向の目的が消滅したと甲が判断したとき
(3) 心身の故障等乙での労務提供が困難であると甲が判断したとき
(4) 甲の休職事由、普通解雇事由、懲戒事由に該当したと甲が判断したとき
(5) 出向期間中に甲を退職するとき
(6) 前号に掲げる事由のほか復職させるべき理由があると甲が判断したとき
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ステップ

２

（機密保持）

第12条 甲及び乙は、本契約期間中に知り得た相手方の業務上の情報その他の機密情報（次の各号に該当するものを除く。以下「機密情報等」
という。）を、相手方の書面による事前の同意を得ることなく、第三者に提供、開示又は漏洩してはならず、本契約を履行する以外の目的に
使用してはならない。

(1) 開示を受けた時点で既に保有している情報
(2) 開示を受けた時点で既に公知であった情報
(3) 開示の前後を問わずその責に帰すべき事由によらずに公知となった情報
(4) 開示の前後を問わず正当な権利を有する第三者より適法に入手した情報
(5) 開示された情報に基づかずに独自に開発した情報
２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、裁判所又は行政機関の命令、要請等により要求される場合には、当該要求に対応するのに必要な範

囲で機密情報等を開示することができる。ただし、甲又は乙は、当該要求を受けた旨を相手方に遅滞なく通知するものとする。
３ 甲及び乙は、機密情報等の滅失、毀損又は漏洩のないようその責任において万全に機密情報等を保管するものとし、本契約が終了した場合

において、相手方から機密情報等について返却又は破棄（電磁的記録の場合は削除）を指示されたときは、その指示に従い返却又は破棄（電
磁的記録の場合は削除）をするものとする。

４ 本条の規定は、本契約終了後もなお有効とする。

（個人情報）
第13条 甲及び乙は、出向者の個人情報の取扱いに関しては、個人情報の保護に関する法律、関連法令及びガイドラインを遵守し、当該個人情

報の保護に努めるとともに、当該個人情報を出向者の雇用管理及び業務に必要な範囲についてのみ使用し、当該個人情報の滅失、毀損又は漏
洩のないよう必要かつ適切な措置を講じるものとする。

（有効期間）
第14条 本契約の有効期間は、第３条の規定に定める出向期間が終了するまでとする。

（合意管轄）
第15条 本契約に関する一切の紛争については○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（協議事項）
第16条 本契約の定めなき事項及び本契約の解釈適用につき疑義が生じたときは、甲乙協議の上誠意をもって解決にあたるものとする。
２ 本契約を変更する場合は、甲乙協議の上、書面による合意による。

本契約締結の証として本書２通を作成して甲乙記名押印の上各自１通保有する。

令和○○年○○月○○日

甲 ○○県○○市○○ ○丁目○番○号
○○○○○株式会社

代表取締役社長 ○○ ○○ ㊞

乙 ○○県○○市○○ ○丁目○番○号
○○○○○株式会社

代表取締役社長 ○○ ○○ ㊞
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ステップ

３
出向先↔労働者

出向期間中の労働条件等の明確化

●出向労働者の出向先企業での労働条件、出向元企業での身分等の取り扱いは、出向元企業、出向先企業および出向労働者の三者
間の取り決めによって定められます。

●上記の取り決めによって定められた権限と責任に応じて、出向元企業・出向先企業それぞれの使用者が、出向労働者に対して、
賃金の支払等、労働基準法等における使用者としての責任を負います。

●労働条件は、具体的に以下の項目について明確にする必要があります。これらの労働条件は、出向に際して出向先企業が労働者
に明示することになりますが、出向元企業が出向先企業に代わって明示しても問題ありません。

①労働契約の期間 ⑦退職手当の定めが適用される労
働者の範囲、退職手当の決定、
計算・支払方法や支払時期

⑧臨時に支払われる賃金、賞与等、
最低賃金額

⑨労働者に負担させる食費、作業
用品など

⑩安全・衛生

⑪職業訓練

⑫災害補償、業務外の傷病扶助

⑬表彰・制裁

⑭休職に関する各事項

②期間の定めのある労働契約を更新する場合の基
準（期間の定めのある労働契約であって、労働契約の
期間の満了後に、その労働契約を更新する場合がある
ときに限る）

③就業の場所、従事すべき業務

④始業・就業の時刻、所定労働時間を超える労働
の有無、休憩時間、休日、休暇、
労働者を二組以上に分けて就業させる場合にお
ける就業時転換に関すること

⑤賃金※の決定、計算、支払の方法、賃金の締切
りおよび支払の時期、昇給に関すること

※退職手当、臨時に支払われる賃金、賞与等を除く

⑥退職に関すること（解雇の事由を含む）

・①～⑥の項目（⑤の昇給に関することを除く）
→原則として書面を交付して明示する必要があり
ます。

また、労働者が希望した場合は、FAXや電子
メール等、出力すると書面を作成できる方法で明
示することも認められています。

・⑦～⑭の項目
→使用者がこれらを定めた場合、書面の交付は義
務づけられていませんが、明示する必要がありま
す。
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「産業雇用安定助成金」 で出向経費が軽減されます！

新型コロナウイルス感染症の影響で事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と
出向先の双方の事業主に対して助成します。 ※助成金の詳細は、「産業雇用安定助成金ガイドブック」をご確認ください。

助成金の対象となる「出向」

［対象］雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的
に行う出向）。

［前提］雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くこと。

対象事業主

①出向元事業主 新型コロナウイルス感染症の影響で事業活動の一時的な縮小を余儀なくされたため、労働者の雇用維持を目的として出向により労働者（雇用
保険被保険者）を送り出す事業主

②出向先事業主 当該労働者を受け入れる事業主

助成率・助成額
出向運営経費（出向中に要する経費の一部を助成）

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など。

独立性が認められない事業主間で実施される出向の場合は、助成率が異なります。

中小企業※３ 中小企業以外※３

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上 限 額 （ 出 向 元 ・ 先 の 計 ） 12,000円／日

出向初期経費（出向の成立に要する措置を行った場合に助成）
就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主が出向者を受け入れるための機器や備品の整備など。

独立性が認められない事業主間で実施される出向の場合、出向初期経費助成は支給されません。

出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）

加算額※４ 各5万円／1人当たり（定額）

※４ 以下の場合、助成額の加算を行います。
・出向元事業主が雇用過剰業種の企業や生産性指標要件が一定程度悪化した企業である場合
・出向先事業主が労働者を異業種から受け入れる場合

※３ 独立性が認められない事業主間で実施される場合
の助成率 中小企業2/3 中小企業以外1/2
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お問い合わせ先

都道府県労働局・ハローワークへ（厚生労働省ウェブサイトをご覧ください）

◎在籍型出向支援制度について

…滋賀労働局職業安定部職業安定課 ☎077-526-8609

…産業雇用安定センター滋賀事務所 ☎077-526-3991

◎産業雇用安定助成金について

…滋賀労働局職業安定部職業対策課 ☎077-526-8686

産業雇用安定助成金など在籍型出向に対する助成制度のご相談や申請は、出向元企業の所在地を管轄する都道府
県労働局またはハローワークで受け付けています。
※産業雇用安定センターでは対応できませんのでご注意ください。

厚生労働省ホームページに在籍型出向支援策をまとめた専用ページを開設しています！
・具体的な出向事例や必要な準備事項、就業規則・出向契約書の雛形、留意点など、在籍型出向のイロハが分かる

「在籍型出向“基本がわかる”ハンドブック」
・各地域で独自に実施している送り出し希望企業や受け入れ希望企業の募集に関するサイト案内やセミナー開催情報

などを順次掲載していますので、あわせてご活用ください。

産業雇用
安定助成金

産業雇用
安定センター

厚生労働省

滋賀労働局

https://jsite.mhlw.go.jp/shiga-roudoukyoku/zaisekigatasyokousien_00198.html
https://www.sangyokoyo.or.jp/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805_00008.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page06_00001.html

